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(57)【要約】
【課題】レアメタルを使用することなく、形状凍結性と
耐時効性に優れた熱延鋼板およびその製造方法を提供す
る。
【解決手段】質量%で、C:0.0030%以下、Si:0.05%以下、
Mn:0.30%以下、P:0.05%以下、S:0.03%以下、Al:0.01～0
.10%、N:0.0030%以下を含み、かつ[Mn]×[C]≦4.0×10-
4を満たし、残部がFeおよび不可避的不純物である化学
組成を有するとともに、時効指数AIが20MPa以下、25℃
で6ヶ月時効後の降伏強度YPが180MPa以下であることを
特徴とする形状凍結性と耐時効性に優れた熱延鋼板；た
だし、[M]は元素Mの含有量(質量%)を表す。
【選択図】図3



(2) JP 2013-133509 A 2013.7.8

10

20

30

40

50

【特許請求の範囲】
【請求項１】
　質量%で、C:0.0030%以下、Si:0.05%以下、Mn:0.30%以下、P:0.05%以下、S:0.03%以下、
Al:0.01～0.10%、N:0.0030%以下を含み、かつ[Mn]×[C]≦4.0×10-4を満たし、残部がFe
および不可避的不純物である化学組成を有するとともに、時効指数AIが20MPa以下、25℃
で6ヶ月時効後の降伏強度YPが180MPa以下であることを特徴とする形状凍結性と耐時効性
に優れた熱延鋼板；ただし、[M]は元素Mの含有量(質量%)を表す。
【請求項２】
　請求項1に記載の化学組成を有する鋼のスラブを、熱間圧延するに際し、950℃以下での
累積歪みを0.6～2.0とするとともに、オーステナイト域で仕上げ圧延を終了し、50℃/s以
下の平均冷却速度で冷却後、(450+[Mn]/[C]）℃以上の巻取り温度で巻取ることを特徴と
する形状凍結性と耐時効性に優れた熱延鋼板の製造方法；ただし、[M]は元素Mの含有量(
質量%)を表す。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、自動車、家電、OA機器の分野で、部品にプレス成形して使用される熱延鋼板
、特に、形状精度が必要とされる部品に適用可能な熱延鋼板およびその製造方法に関する
。
【背景技術】
【０００２】
　従来、鉄鋼材料は、レアメタルを有効に活用することで、用途に応じた様々な特性を実
現してきている。しかしながら、近年、レアメタルの価格が急騰し、鋼材価格に大きな影
響を与えたり、また、レアメタル資源の枯渇に対する懸念も増大しており、レアメタルを
使用しない鉄鋼材料に対する期待は益々大きくなっている。
【０００３】
　レアメタルを使用しない鉄鋼材料の例として、耐時効性に優れた鋼板を挙げることがで
きる。例えば、特許文献1には、C:0.006wt%以下、Mn:0.05～0.3wt%、Al:0.02～0.1wt%を
含む極低炭素Alキルド鋼を、Ar3変態点以上の温度で熱延仕上げ圧延を行い、630℃以下の
温度で巻取ったのち、76%以上の圧下率で冷間圧延し焼鈍することで、結晶粒径を小さく
し、固溶Cを粒界に固定する遅時効性冷延鋼板の製造方法が開示されている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００４】
【特許文献１】特開昭63-266025号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　しかしながら、特許文献1に記載された遅時効性冷延鋼板では、結晶粒径が小さい上に
、時効指数AIも高く耐時効性に劣るため、プレス成形時には、降伏強度YPが高くなり、ス
プリングバックにより形状精度が低下し、形状凍結性に劣るといった問題があった。
【０００６】
　本発明は、レアメタルを使用することなく、形状凍結性と耐時効性に優れた熱延鋼板お
よびその製造方法を提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００７】
　本発明者等は、上記の目的とする熱延鋼板について次のような検討を行った。
【０００８】
　レアメタルを含有しない種々の極低炭素Alキルド鋼板(板厚2.0mm)を25℃で6ヶ月時効さ
せた後、140×100mmの試験片を採取し、図1に示す形状のポンチとダイを用いて、しわ押
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さえ力200kNで、図2に示すような高さ5mmの張出し成形を行い、図2に示す点線に沿って高
さプロファイルを測定し、最大高さと最小高さの差を反り高さとして求め、形状凍結性を
評価した。また、時効処理前の鋼板から、同様に140×100mmの試験片を採取し、図1に示
す形状のポンチとダイを用いて、しわ押さえ力200kNで、図2に示すような高さ5mmの張出
し成形を行い、時効処理前の鋼板の反り高さを求めた。そして、25℃、6ヶ月の時効前後
での反り高さの差を求めて、これを反り高さのばらつきとし、形状凍結性のばらつきを評
価した。
【０００９】
　また、時効前の鋼板のAIを、JIS 5号試験片を用いて、予歪み7.5%を付加し、100℃で30
分熱処理した後に引張試験を行って求めたYPから予歪み付加後の応力を引いて求めた。さ
らに、時効後YPを、JIS 5号試験片を用いて、引張試験を行って求めた。引張試験は、い
ずれの場合も、JIS Z2241に準じて行った。
【００１０】
　図3に時効後YPと反り高さとの関係を示したが、時効後YPが180MPaを超えると、反り高
さが急激に大きくなり、一方、時効後YPを180MPa以下にすれば、反り高さを0.15mm以下に
でき、優れた形状凍結性が得られることがわかる。
【００１１】
　また、図4にAIと反り高さのばらつきとの関係を示したが、AIが20MPaを超えると、反り
高さのばらつきが急激に大きくなり、一方、AIを20MPa以下にすれば、反り高さのばらつ
きを0.02mm以下に小さくできることがわかる。
【００１２】
　このように、反り高さを小さくすることで、形状凍結性を改善でき、例えばプレス成形
後の反り高さを0ｍｍ、すなわち反りをなくすために追加プレスをする場合でも、反りの
矯正が容易となる。また、反り高さのばらつきを小さくすることで、追加プレスを行うよ
うな場合であっても、反り高さに応じた所定の条件でばらつきなく反りを小さくすること
ができる。
【００１３】
　本発明は、以上のような知見に基づきなされたもので、質量%で、C:0.0030%以下、Si:0
.05%以下、Mn:0.30%以下、P:0.05%以下、S:0.03%以下、Al:0.01～0.10%、N:0.0030%以下
を含み、かつ[Mn]×[C]≦4.0×10-4を満たし、残部がFeおよび不可避的不純物である化学
組成を有するとともに、時効指数AIが20MPa以下、25℃で6ヶ月時効後の降伏強度YPが180M
Pa以下であることを特徴とする形状凍結性と耐時効性に優れた熱延鋼板を提供する。
【００１４】
　本発明の熱延鋼板は、上記の化学組成を有する鋼のスラブを、熱間圧延するに際し、95
0℃以下での累積歪みを0.6～2.0とするとともに、オーステナイト域で仕上げ圧延を終了
し、50℃/s以下の平均冷却速度で冷却後、(450+[Mn]/[C]）℃以上の巻取り温度で巻取る
方法により製造できる。
【００１５】
　ただし、[M]は元素Mの含有量(質量%)を表す。
【発明の効果】
【００１６】
　本発明により、レアメタルを使用せずに、形状凍結性と耐時効性に優れた熱延鋼板を製
造できるようになった。本発明の熱延鋼板は、自動車、家電、OA機器の分野におけるプレ
ス成形部品に好適である。
【図面の簡単な説明】
【００１７】
【図１】反り高さを求めるために用いたポンチとダイの形状を示す図である。
【図２】張出し成形後の高さプロファイルの測定位置を示す図である。
【図３】時効後YPと反り高さとの関係を示す図である。
【図４】AIと反り高さのばらつきとの関係を示す図である。
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【図５】平均冷却速度30℃/sにおける累積歪みとAIとの関係を示す図である。
【図６】平均冷却速度30℃/sにおける累積歪みと時効後YPとの関係を示す図である。
【図７】[Mn]×[C]とAIとの関係を示す図である。
【図８】[Mn]×[C]と時効後YPとの関係を示す図である。
【発明を実施するための形態】
【００１８】
　以下に、本発明の詳細を説明する。なお、以下の「%」は、特に断らない限り「質量%」
を表す。
【００１９】
　1)化学組成
　C:0.0030%以下
　Cは、固溶Cとして粒内に存在するとAIを上昇させる。一方、固溶Cは粒界に偏析すると
、粒内に存在する場合に比べてAIを低下させることができる。ただし、粒界の固溶C量が
多くなりすぎるとセメンタイトとして存在するようになり、YPを上昇させる。それゆえ、
25℃で6ヶ月時効後YPを180MPa以下にするには、C量は0.0030%以下、好ましくは0.0020%以
下、より好ましくは0.0015%以下とする必要がある。
【００２０】
　Si:0.05%以下
　多量のSiは、硬質化により成形性を劣化させる。また、熱間圧延時に、オーステナイト
からフェライトに変態する温度を上昇させ、オーステナイト域で仕上げ圧延を終了させる
のを困難にする。したがって、Si量は0.05%以下、好ましくは0.03%以下とする。
【００２１】
　Mn:0.30%以下、かつ[Mn]×[C]≦4.0×10-4

　Mnは、硬質化により成形性を劣化させる。したがって、Mn量は0.30%以下、好ましくは0
.15%以下、より好ましく0.10%以下とする。
【００２２】
　さらに、MnはCとの相互作用を有し、固溶Cの拡散を阻害してCの粒界偏析を抑制するた
め、AIを上昇させる。この影響は、C量が多いほど顕著となる。発明者らが検討した結果
、AIを20MPa以下にするには、Mn量は0.30％以下とし、さらに[Mn]×[C]≦4.0×10-4、好
ましくは[Mn]×[C]≦3.0×10-4、より好ましくは[Mn]×[C]≦2.0×10-4を満足する必要が
ある。なお、本願では上記のようにMn量を調整して固溶Cの粒界偏析を図るため、細粒化
により固溶Cの粒界偏析を行った場合と比べてYPの上昇を抑えることができ、低AI化に加
え、低YP化も達成でき、結果、時効後YPを低下することができる。
【００２３】
　P:0.05%以下
　Pは、粒界に偏析して延性や靭性を劣化させる。また、熱間圧延時には、オーステナイ
トからフェライトに変態する温度を上昇させ、オーステナイト域で仕上げ圧延を終了させ
るのを困難にする。したがって、P量は0.05%以下、好ましくは0.03%以下とする。
【００２４】
　S: 0.03%以下
　Sは、熱間での延性を著しく低下させ、熱間割れを誘発し、表面性状を著しく劣化させ
る。したがって、S量は0.03%以下、好ましくは0.02%以下、より好ましくは0.01%以下とす
る。
【００２５】
　Al:0.01～0.10%
　Alは、Nを窒化物として固定することで、固溶Nによる時効硬化を抑制することができる
。それゆえ、AIを20MPa以下にするには、Al量は0.01%以上、好ましくは0.03%以上、より
好ましくは0.05%以上とする必要がある。一方、0.10%を超える多量のAlは、熱間圧延時に
、オーステナイトからフェライトに変態する温度を上昇させ、オーステナイト域で仕上げ
圧延を終了させるのを困難にする。したがって、Al量は0.01～0.10%、好ましくは0.03～0
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.10%、より好ましくは0.05～0.10%とする。
【００２６】
　N:0.0030%以下
　Nは、多量に含有されると、熱間圧延中にスラブ割れを伴い、表面疵が発生する恐れが
ある。また、固溶Nとして存在する場合には、時効硬化を引き起こす。したがって、N量は
0.0030%以下、好ましくは0.0020%以下とする。
【００２７】
　残部は、Feおよび不可避的不純物である。
【００２８】
　2)AI:20MPa以下、時効後YP:180MPa以下
　上述したように、優れた形状凍結性を得るには、AIが20MPa以下、25℃で6ヶ月時効後の
YPが180MPa以下である必要がある。
【００２９】
　3)製造方法
　本発明の熱延鋼板は、上記の化学組成を有する鋼のスラブを、以下の条件で熱間圧延す
ることによって製造できる。
【００３０】
　950℃以下での熱間圧延の累積歪み：0.6～2.0
　熱間圧延において、950℃以下の低温域での累積歪みが0.6未満だと、熱間圧延後の結晶
粒が粗大化して、粒内に固溶Cが残り、AIを20MPa以下にできない。一方、この低温域での
累積歪みが2.0を超えると、熱間圧延後の結晶粒が微細化して、YPが極端に上昇し、時効
後のYPを180MPa以下にできない。したがって、950℃以下での熱間圧延の累積歪みは0.6～
2.0とする。なお、950℃以下での累積歪とは、圧延工程での復熱、加熱で温度上昇がある
場合も含めて、熱間圧延中の圧延温度が最後に950℃以下になってからの累積歪である。
また、圧延温度とは各圧延機入り側の温度である。ここで、累積歪は、圧延温度が950℃
以下になったスタンドでの入り側板厚をt1、最終スタンドでの出側板厚をt2として、-ln(
t2/t1)により求めることができる。
【００３１】
　仕上げ圧延：オーステナイト域で終了
　仕上げ圧延中にフェライト域で圧延が行われると、熱間圧延後の結晶粒が粗大化するだ
けでなく、圧延荷重が大きく低下し、通板上のトラブルが発生する。したがって、仕上げ
圧延はオーステナイト域で終了させる必要がある。
【００３２】
　仕上げ圧延後の平均冷却速度：50℃/s以下
　仕上げ圧延後の平均冷却速度が50℃/sを超えると、フェライトの変態温度が低下するた
め、フェライト域での固溶Cの拡散が抑制され、固溶Cを粒界に偏析させることが困難にな
り、AIを20MPa以下にできない。したがって、仕上げ圧延から巻取りまでの平均冷却速度
は50℃/ｓ以下、好ましくは30℃/s以下とする。平均冷却速度の下限はとくに規定しない
が、冷却速度が小さいと結晶粒が粗大化するため10℃/ｓ以上が好ましい。
【００３３】
　巻取り温度：(450+[Mn]/[C])℃以上
　巻取り温度が低いと、固溶Cの拡散が抑制されることから、固溶Cを粒界に偏析させるこ
とができなくなり、AIを20MPa以下にできない。これは、[C]に対する[Mn]の比が大きいほ
ど顕著になることから、巻取り温度は(450+[Mn]/[C])℃以上とする必要がある。
【００３４】
　なお、鋼の溶製方法には、通常の転炉法、電炉法などを適宜適用することができる。ま
た、溶製された鋼は、スラブに鋳造後、そのまま、あるいは冷却して加熱後、熱間圧延が
施される。熱間圧延後の鋼板には、酸洗処理、圧下率0.5～3%程度の調質圧延、溶融亜鉛
めっき処理や化成処理などの表面処理を施すことができる。
【実施例１】
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【００３５】
　表1に示す化学組成の鋼を溶製し、スラブとした後、1200℃で1時間加熱し、粗圧延およ
び7スタンドの圧延機により７回圧延(圧下)する、7パスからなる仕上げ圧延を行った。表
2に、各スタンドすなわち各パス入り側での板厚、各パス入り側での温度、および最終パ
ス(第7パス目)出側での板厚および温度を示した。また、950℃以下での累積歪みを示す。
なお、表2のパス出側温度は全てオーステナイト域となっていた。ここで、温度は、放射
温度計を用いて測定した鋼の表面温度であり、950℃以下での累積歪みは、圧延途中で温
度が950℃を下回りさらに復熱などにより昇温して950℃を上回った場合は、最後に950℃
以下になってからの累積歪みとした。仕上げ圧延後は、表2に示すように、平均冷却速度1
0～60℃/ｓで冷却し、650℃の巻取り温度で巻取って熱延鋼板とした。巻取り後の熱延鋼
板には、酸洗、次いで1.0%の圧下率で調質圧延を行った。そして、圧延方向からJIS５号
引張試験片を切り出し、引張試験を行ってYP、引張強度TS、伸びElを測定した。また、上
記の方法により、AIおよび時効後YPの測定を行った。
【００３６】
　結果を表3に示す。
【００３７】
　また、図5に、平均冷却速度が30℃/ｓのときの950℃以下の累積歪みとAIの関係を、図6
に、平均冷却速度が30℃/ｓのときの累積歪みと時効後YPの関係を示す。累積歪みを0.6～
2.0とすることでAIを20MPa以下、時効後YPを180MPa以下とでき、形状凍結性に優れること
がわかる。また、表3の供試鋼No.4に示すように、平均冷却速度が50℃/sを超えると、AI
が20MPaを超え、時効後YPが180MPaを超えて、形状凍結性に劣ることがわかる。
【００３８】
【表１】

【００３９】
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【表２】

【００４０】
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【表３】

【実施例２】
【００４１】
　表4に示す化学組成の鋼を溶製し、スラブとした後、表2の供試鋼No.3と同様な950℃以
下での累積歪みで仕上げ圧延し、平均冷却速度30℃/sで冷却後、巻取り温度を変えて熱延
鋼板とした。そして、実施例1と同様に、YP、TS、El、AIおよび時効後YPの測定を行った
。
【００４２】
　結果を表4に示す。
【００４３】
　また、図7に、[Mn]×[C]とAIとの関係を、図8に、[Mn]×[C]と時効後YPとの関係を示す
。[Mn]×[C]≦4.0×10-4とすることでAIを20MPa以下、時効後YPを180MPa以下とでき、形
状凍結性に優れることがわかる。また、表4の供試鋼No.17、19に示すように、巻取り温度
が(450+[Mn]/[C])℃未満になると、[Mn]×[C]≦4.0×10-4であっても、AIが20MPaを超え
、時効後YPが180MPaを超えて、形状凍結性に劣ることがわかる。さらに、表4の供試鋼No.
23、29に示すように、C量やMn量が本発明の範囲外だと、[Mn]×[C]≦4.0×10-4であって
も、AIが20MPaを超え、時効後YPが180MPaを超えて、形状凍結性に劣ることがわかる。
【００４４】
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